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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第186期 

第１四半期連結 
累計期間 

第187期 
第１四半期連結 

累計期間 
第186期 

会計期間 
自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日 

売上高 （百万円） 17,562 27,632 96,298 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △13 966 △8,233 

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△） 

（百万円） △237 530 △14,568 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 438 442 △9,570 

純資産額 （百万円） 61,834 51,901 51,461 

総資産額 （百万円） 139,947 155,832 145,137 

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△） 

（円） △1.65 3.67 △100.91 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 44.1 33.3 35.4 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第186期第１四半期連結累計期間および第186期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。また、第187期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を、「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

技術援助契約

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

日本車輌製造株式会社 

（当社） 

VIET SINH 

MECHANICAL CO,LTD 

(ベトナム) 

アースドリル機 

(ED6300V型) 

 ・アースドリルの生産に関する

技術供与 

 平成27.５.12～ 

 平成30.５.11 

 (自動延長条項付) 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、欧州における債務問題などのリスクはあるものの、原油価格の下落

や各種政策の効果もあり、生産や輸出、雇用が堅調に推移しています。

 このような経営環境のもと、当第１四半期連結累計期間の当社グループの業績は、鉄道車両の売上が増加したこ

となどから、売上高は前年同四半期比５７.３％増加の２７６億３２百万円となりました。利益面につきまして

は、営業利益は１０億２６百万円（前年同四半期は営業損失１億２７百万円）、経常利益は９億６６百万円（前年

同四半期は経常損失１３百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億３０百万円（前年同四半期は親会社

株主に帰属する四半期純損失２億３７百万円）となりました。

 セグメント別状況は以下のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

 ＪＲ東海向けＮ７００Ａ新幹線電車、キハ２５形気動車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電

車、東京メトロ銀座線電車などの売上がありました。海外向け車両としましては、米国向け２階建て電車、カナダ

向け気動車、ベネズエラ向け電車などの売上がありました。その結果、鉄道車両事業の売上高は、海外向け車両が

増加したことなどにより、１８０億４２百万円と前年同四半期比９４.６％増加となりました。 

②輸送用機器・鉄構事業 

 輸送用機器におきましては、キャリヤなどの大型陸上車両やＬＰＧ民生用バルクローリ、貯槽などが増加し、売

上高は２４億９百万円と前年同四半期比１５.０％増加となりました。 

 鉄構におきましては、北海道開発局向け新厚別川橋、関東地方整備局向け三坂新田高架橋などのほか、架設工事

として富士川第一跨線橋などの売上がありました。また、東海道新幹線大規模改修工事などの売上があり、売上高

は１５億９７百万円と前年同四半期比４５.０％増加となりました。 

 以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は４０億７百万円と前年同四半期比２５.３％増加となりました。 

③建設機械事業 

 建設機械におきましては、国内向けで東日本大震災復興工事の本格化や東京オリンピック開催に向けた建設工事

の増加などから、全回転チュービング装置などが堅調に推移したほか、海外向けでは韓国向け大型杭打機などを輸

出しました。 

 発電機につきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響があった前年同四半期に比べ、売上

が増加しました。 

 以上の結果、建設機械事業の売上高は５０億１２百万円と前年同四半期比７.８％増加となりました。 

④その他 

 鉄道事業者向け車両検修設備のほか、各地のＪＡ向け営農プラントの改修工事、家庭紙メーカー向け製紙関連設

備、レーザ加工機、鉄道グッズ販売などの売上があり、その他の売上高は５億７０百万円と前年同四半期比 

２８.５％増加となりました。 

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２億９５百万円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(4）生産、受注及び販売の実績 

 ①生産実績

 当第１四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

  至 平成27年６月30日）
 前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 16,946 ＋22.6

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 4,277 ＋19.4

建設機械事業（百万円） 4,637 ＋6.0

その他（百万円） 684 ＋20.1

合計（百万円） 26,546 ＋18.8

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ②受注状況

 当第１四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

（百万円）
前年同四半期比

（％）
受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

鉄道車両事業 1,715 △20.6 133,741 △11.7

輸送用機器・鉄構事業 1,926 △58.8 20,607 ＋25.9

建設機械事業 6,063 ＋17.0 3,339 ＋11.0

その他 2,134 ＋47.5 4,321 ＋63.9

合計 11,839 △12.1 162,010 △6.6

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ③販売実績

 当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

  至 平成27年６月30日）
前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 18,042 ＋94.6

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 4,007 ＋25.3

建設機械事業（百万円） 5,012 ＋7.8

その他（百万円） 570 ＋28.5

合計（百万円） 27,632 ＋57.3

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

    ２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

相手先

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

  至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

  至 平成27年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Sumitomo Corporation of Americas 1,641 9.3 7,184 26.0

東海旅客鉄道（株） 3,498 19.9 5,404 19.6

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グル－プを取り巻く事業環境として、鉄道車両事業では、国内市場については、更新需要の一巡と社会の少

子高齢化の影響により中長期的な市場の拡張性が乏しいことから、受注環境が厳しくなるものと想定されます。当

社グループといたしましては、このような状況を踏まえ、技術開発による差別化と生産性向上によるコストダウン

に努め、競争力の強化を進めてまいります。また、海外市場における展開といたしまして、需要が期待されるアジ

ア市場につきましては、台湾および東南アジアを中心に各地のニーズにマッチした車両の開発・提案を推進し、拡

販に努めてまいります。米国イリノイ州鉄道車両工場を拠点に推進する北米事業につきましては、当社グループの

総力を挙げて生産の安定化とコスト低減を推進し、当社グループの総力を挙げて業績改善に取り組んでまいりま

す。

 輸送用機器・鉄構事業において、輸送用機器では、厳しい受注環境にありますが、エネルギー動向や環境志向な

ど市場トレンドを機敏に捉えた製品開発を進め受注確保に努めてまいります。鉄構では、客先ニーズに合った技術

提案の強化やコスト低減に努めるとともに、需要が見込まれる補修・保全案件ならびに周辺分野に事業展開を進め

てまいります。

 建設機械事業およびその他においても、国内公共工事および民間設備投資の動向、海外市況を注視しつつ、市場

ニーズにきめ細かく対応する製品提案により事業機会を確実に取り込み、収益確保に努めてまいります。

 当社グル－プの主要製品は鉄道車両や橋梁を始めとして受注生産が多くを占め、それぞれの受注単位も比較的大

きいことから、各年度の製造ないし売上の製品構成が大きく変化いたします。そのため、操業度の平準化や製品毎

に異なる仕様への効率的な対応が恒常的な課題となります。また、受注から納入まで時間を要する案件が多いた

め、為替変動や鋼材等原材料の価格変動が経営成績に大きく影響いたします。従って、為替変動につきましては、

為替動向を考慮し為替予約等のヘッジを行ってリスク低減に努め、原材料につきましては、適時調達や歩留まり向

上、材質の変更等を進めてコスト上昇の抑制に努めてまいります。

 

(6）財務政策

 当社グループは、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に

努めております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参画しております。資金調達について、設備投資資金は内部資金および金融機関からの長期借入金で調達

し、運転資金は内部資金およびＣＭＳまたは金融機関からの短期借入金で調達しております。流動性については、

資金計画に基づき想定される需要に十分対応できる資金を確保しております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 328,000,000

計 328,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 146,750,129 146,750,129

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 146,750,129 146,750,129 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（千株）

発行済株式
総数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成27年４月１日～ 

平成27年６月30日
― 146,750 ― 11,810 ― 12,038

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 2,382,000

（相互保有株式）

普通株式     18,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,499,000 143,499 ―

単元未満株式 普通株式 851,129 ― ―

発行済株式総数 146,750,129 ― ―

総株主の議決権 ― 143,499 ―

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式905株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
2,382,000 － 2,382,000 1.62

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県船橋市金杉

八丁目11番２号
3,000 15,000 18,000 0.01

計 ― 2,385,000 15,000 2,400,000 1.63

 （注） 日泰サービス(株)は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会 名古屋市熱田区三本松町

１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式15,000株を所有しております。

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,381 17,088 

受取手形及び売掛金 29,181 28,185 

商品及び製品 1,388 1,526 

半製品 1,278 1,263 

仕掛品 37,668 37,350 

原材料及び貯蔵品 7,908 5,774 

その他 5,759 5,911 

貸倒引当金 △19 △3 

流動資産合計 86,546 97,098 

固定資産    

有形固定資産    

土地 15,088 15,086 

その他（純額） 16,767 16,575 

有形固定資産合計 31,856 31,662 

無形固定資産 615 589 

投資その他の資産    

投資有価証券 19,314 19,815 

退職給付に係る資産 5,894 5,815 

その他 948 891 

貸倒引当金 △39 △39 

投資その他の資産合計 26,117 26,482 

固定資産合計 58,590 58,733 

資産合計 145,137 155,832 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 11,457 9,717 

電子記録債務 8,981 10,110 

短期借入金 10,015 7,270 

未払法人税等 770 300 

前受金 28,766 24,236 

賞与引当金 1,773 2,570 

工事損失引当金 8 59 

受注損失引当金 9,575 9,079 

その他 7,378 6,631 

流動負債合計 78,727 69,975 

固定負債    

長期借入金 5,000 24,173 

引当金 483 463 

退職給付に係る負債 228 237 

その他 9,236 9,081 

固定負債合計 14,948 33,955 

負債合計 93,675 103,931 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,810 11,810 

資本剰余金 12,046 12,046 

利益剰余金 18,048 18,578 

自己株式 △510 △511 

株主資本合計 41,394 41,923 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,486 7,825 

繰延ヘッジ損益 △47 △38 

為替換算調整勘定 △2,155 △2,545 

退職給付に係る調整累計額 4,708 4,660 

その他の包括利益累計額合計 9,992 9,901 

非支配株主持分 74 76 

純資産合計 51,461 51,901 

負債純資産合計 145,137 155,832 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 17,562 27,632 

売上原価 15,926 24,799 

売上総利益 1,636 2,833 

販売費及び一般管理費 1,764 1,806 

営業利益又は営業損失（△） △127 1,026 

営業外収益    

受取利息 2 1 

受取配当金 127 133 

持分法による投資利益 － 5 

その他 31 15 

営業外収益合計 162 156 

営業外費用    

支払利息 12 24 

為替差損 1 81 

支払手数料 － 61 

持分法による投資損失 1 － 

その他 32 48 

営業外費用合計 47 215 

経常利益又は経常損失（△） △13 966 

特別利益    

固定資産売却益 5 9 

投資有価証券売却益 112 － 

特別利益合計 118 9 

特別損失    

固定資産除売却損 2 10 

関係会社整理損 26 － 

その他 0 － 

特別損失合計 28 10 

税金等調整前四半期純利益 76 966 

法人税等 312 432 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △236 533 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 3 

親会社株主に帰属する四半期純利益 

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 
△237 530 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △236 533 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 633 334 

繰延ヘッジ損益 △9 8 

為替換算調整勘定 2 △390 

退職給付に係る調整額 47 △48 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 5 

その他の包括利益合計 674 △91 

四半期包括利益 438 442 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 436 438 

非支配株主に係る四半期包括利益 1 3 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 当該会計基準等の適用については、「企業結合に関する会計基準」第58－２項(4)、「連結財務諸表に関する会

計基準」第44－５項(4)及び「事業分離等に関する会計基準」第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額は

以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

興銀リース㈱ 190百万円 興銀リース㈱ 174百万円

東京センチュリーリース㈱ 139 東京センチュリーリース㈱ 125

昭和リース㈱ 129 昭和リース㈱ 61

三菱ＵＦＪリース㈱ 42 三菱ＵＦＪリース㈱ 36

ＮＴＴファイナンス㈱ 40 ＮＴＴファイナンス㈱ 36

その他 55 その他 47

計 597 計 483

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 673百万円 670百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 360 2.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３ 

  
鉄道車両 
事業 

輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

売上高              

外部顧客への売上高 9,272 3,197 4,648 443 17,562 － 17,562 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
5 43 0 49 99 △99 － 

計 9,277 3,241 4,649 493 17,662 △99 17,562 

セグメント利益又は損失(△) △155 △152 704 △162 235 △362 △127 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△336百万円、棚卸資産の調整額△40百万円お

よびセグメント間取引消去2百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)３ 

  
鉄道車両 
事業 

輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

売上高              

外部顧客への売上高 18,042 4,007 5,012 570 27,632 － 27,632 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
7 31 0 48 88 △88 － 

計 18,049 4,039 5,012 619 27,720 △88 27,632 

セグメント利益又は損失(△) 694 △54 737 12 1,390 △364 1,026 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△309百万円、棚卸資産の調整額△54百万円お

よびセグメント間取引消去2百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△1.65円 3.67円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△237 530

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）

△237 530

普通株式の期中平均株式数（千株） 144,370 144,360

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。なお、当第１四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成２７年８月６日 

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社    

  取  締  役  会  御  中    

 

 
有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

 

 

 
指定有限責任社員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 北村 嘉章 

 

 
指定有限責任社員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 水野 裕之 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造

株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 




